
 

別紙２ 

提出書類一覧 

（１）指定申請に関する書類 
提出

部数 

① 指定申請書 

単独団体の場合 様式１ 

正本 
１部 
 
副本 
10部 

ジョイント方式に
より構成された団
体の場合  

ア 様式２ 
イ  ジョイント方式に
より構成された団体
の構成員名簿兼委任
状（様式３） 

② 
大芝公園（交通ランドを含む。）の管理
運営に関する事業計画書 

管理運営に関する事業計画書（様式４） 

 

（２）提案額に関する書類 
提出 

部数 

① 
管理運営に関する収支計画書及び積算
内訳書 

様式５及び様式５別紙（別紙・収支計画書
の提出方法を参照） 

正本 
１部 

 

（３）申請者に関する書類 
提出 

部数 

① 広島市が推進すべき施策に関する報告書 様式６ 

正本 

１部 
② 

申請者の定款、寄附行為、規約又はこれら
に類する書類 

 

③ 法人の登記事項証明書又は登記簿謄本 
３か月以内に発行されたもの 
法人以外の団体にあっては、これらに相
当する書類 

④ 

財務書類 
(内訳) 最近３事業年度における法人税申告書の

写し（税務官署受付印のあるもの。ただし

e-taxの場合は受信通知などが確認できるこ

と）、貸借対照表、損益計算書、事業報告書、

株主資本等変動計算書、個別注記表、キャッ

シュフロー計算書、附属明細書、会計監査人

又は監査役会により監査を受けた場合その

監査報告書 

組織規模等により、作成が義務づけられ
ていない書類については、提出不要 
申請者の発行済株式の１００％を保有
する親会社（株式会社に限る。）がいる
場合は、親会社の書類も提出。 

正本 
１部 
 
副本 
１部 

⑤ 
申請書を提出する日の属する事業年度に
おける団体に関する事業計画書及び収支
予算書 

法人以外の団体にあっては、これらに相
当する書類 

正本 
１部 

⑥ 団体の概要を記載した書類 

ア 団体の概要（様式７） 
イ 役員名簿（様式８） 
ウ 設立趣旨、事業内容、役員名簿（法
人以外の団体にあっては、代表者又は
管理人等の名簿）、従業員数、資本の
額その他経営規模など申請団体の概
要が分かるもの 

申請者の発行済株式の１００％を保有
する親会社（株式会社に限る。）がいる
場合は、親会社の書類も提出。 

正本 
１部 
 
副本 
１部 



 

⑦ 
広島市税について、未納の徴収金（納期限
が到来していないものを除く。）がない旨
の証明書 

広島市長が発行する市税納税証明書（3
か月以内に発行されたもの） 

正本 
１部 

⑧ 
法人税と消費税及び地方消費税について、
未納の税額（納期限が到来していないもの
を除く。）がない旨の証明書 

税務署長が発行する納税証明書その 3の
3（法人税と消費税及び地方消費税の未
納の税額がないことの証明。3 か月以内
に発行されたもの） 

正本 
１部 

⑨ 印鑑証明書 3か月以内に発行されたもの 

⑩ 
障害者の雇用の促進等に関する法律に定
める障害者雇用状況報告書の写し 

障害者雇用状況報告書の作成義務のな
い団体については、様式９（基準日平成
29年 6月 1日）を提出 

⑪ 
障害者の雇用の促進等に関する法律に定
める障害者雇用納付金に係る申告書の写
し及び納付が確認できる書類の写し 

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
へ申告義務のある団体は、平成○○年度
分及び平成２８年度分について写しを
提出 

⑫ 障害者雇用計画書 
障害者雇用状況報告書の作成義務のあ
る団体のうち法定雇用障害者数を達成
していない団体のみ提出。様式 10 

⑬ 

ISO14001の登録証の写し 

該当する場合のみ提出（ただし、申請日
において行政機関等に届出または認定
等されており有効期限内のものに限
る。） 

ISO14005の登録証の写し 

エコアクション 21認証・登録証の写し 

次世代育成支援対策推進法に基づき都道
府県労働局に提出した「一般事業主行動計
画」の写し 

次世代育成支援対策推進法に基づく「基準
適合一般事業主認定通知書」の写し 

女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律に基づき都道府県労働局に提出
した「一般事業主行動計画」の写し 

女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律に基づく「基準適合一般事業主認
定通知書」の写し 

⑭ 宣誓書 様式 11 

提出に当たっての注意事項 

①ジョイント方式により構成された団体については「（３）申請者に関する書類」は構成員団体

ごとに提出すること。 

②「（２）提案額に関する書類」は別封筒に入れ 1部提出すること。 


